
１．はじめに

本工事は、東京湾周辺の諸都市を連絡する東京
湾岸道路事業のうち、一般国道３５７号線の本牧ふ
頭地内に位置する橋梁の上部工製作・架設工事で
ある。
本橋は、上層に供用中の首都高湾岸線を有する
ダブルデッキ構造の下層に位置するとともに、施
工ヤードは民間企業の管理敷地にあり、橋梁下は
常時トレーラーが通行する現場条件であったため、
架設にあたり以下に配慮する必要があった。
①下層の上空制限を侵さない（首都高湾岸線に干
渉しない下側からの施工とする）
②トレーラーの常時通行を妨げない
本報告では施工条件を踏まえた架設工法の概要
について報告する。
工事概要
�１ 工 事 名：湾岸道路本牧地区１号橋上部工事
�２ 発 注 者：国土交通省 関東地方整備局

横浜国道事務所
�３ 工事場所：神奈川県横浜市中区本牧ふ頭地先
�４ 工 期：平成２６年６月２５日～

平成２８年３月１８日
�５ 構造形式：４径間連続鋼床版箱桁橋
�６ 橋 長：３４４．５m（１０４．５m＋７４m＋７５m＋

８８．１m）
�７ 幅 員：２５．８m

�８ 鋼材重量：４，４８０t
�９ 架設工法：①リフトアップ＋門型吊上げ架設、

②一括吊上げ架設、③横取り＋縦
取り架設、④多軸台車運搬＋吊上
げ架設（図―１）

２．現場における留意点

前段で述べたダブルデッキ構造は、上層桁の下
端と下層桁の上端との離隔が約６．９mで、下層桁
の架設高さは地上から２２m～２６mに位置する。
トラッククレーンベント架設では、クレーンの
ブーム先端が上層桁に接触する恐れがあるだけで
なく、桁架設位置が高いためクレーンブームが起
きてしまい、上層桁との離隔が確保できないため
部材を所定の位置に架設することが困難な状態で
あった。架設における制約条件を以下に示す。
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図―１ 架設概要図
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①供用中の上層桁に近接しない。
② P１１～P８間の施工は昼間コンテナターミナル
が営業しているため施工不可、夜間施工（１９：
００～４：００）。
③ P１１～P９間の昼間は敷地内トレーラーの運行
を阻害しない状況に復旧する。

３．架設方法

�１ リフトアップ・門型吊上げ架設
P８・P７橋脚上の桁架設は、多軸台車上にリ
フトアップ設備を設け、各主桁１本単位でリフト
アップ・縦取りを行った（図―２）。桁を低い位置
でリフトアップ設備上に地組することにより、上
層桁へのクレーンブームの近接を回避した。
主桁の架設設備は４か所に設置する必要があっ
たが、多軸台車上にリフトアップ設備を設け、多
軸台車を移動使用することにより、ベント設備他
の組立解体の回数を低減し、工程を短縮した。
中床版は地上の低いベント上にて地組を行い、
架設主桁上に設置した門型吊上げ設備により吊上

げ架設を行った（図―３）。
�２ 一括吊上げ架設
�２―１ 架設計画
P１１～P１０間・P８～P７間の桁架設は、セッテ
ィングビーム吊上げ設備による吊上げ架設を行っ
た（図―４・５・６）。地組立時の空頭確保と、地
組桁直下を敷地内トレーラーが運行可能な高さと
すべく、P１１～P１０間のベント高さは約８mとし
吊上げ高さを１４m、P８～P７間のベント高さは
約７mとし吊上げ高さを１０mとした。
吊上げ設備は、センターホールジャッキと PC
鋼線を採用した（図―７）。吊上げ荷重は、P１１～
P１０間が約１，０００t、P８～P７間が約８００t、不均等

図―２ 主桁リフトアップおよび縦取り（Ｇ１桁）

図―３ 門型吊上げ設備による中床版吊上げ

図―４ P８～P７間 一括吊上げ前

図―５ P８～P７間一括吊上げ架設完了

図―６ P１１―P１０間吊上げ架設
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係数１．５を考慮し、１ウェブ当たりに使用するジ
ャッキを５０t×４台の８か所とし、計１，６００t の能
力にて計画を行った。PC鋼線は φ２８．６を１ウェ
ブ当たり４本計３２本使用した。反力管理として集
中管理システムを採用し、荷重バランスを確認し
つつ吊り上げを行った。
�２―２ 試験吊りの実施
架設精度の確認の一環として、本吊上げ前に試
験吊りを実施した。先行架設桁と地組桁の挙動（仕
口間距離、仕口角度、たわみ、地組桁長さ、桁平
面位置他）を計測し解析結果と比較し、吊上げ設
備位置、先行架設桁位置の補正を行った。
�２―３ 計測による精度確認
吊上げ計上の確認は、光波測距儀による座標管
理とレーザー下げ振りを使用した。光波測距儀に
よる方法は、吊上げ桁の鋼床版上に計測器を設置
し、先行架設桁と地組桁の主桁仕口部を計測し、
相互の位置関係を座標管理した。レーザー下げ振
りによる確認は、下げ振りを先行架設桁の主桁ウ
ェブに設置し、地盤または吊上げ桁の鋼床版上に
先行架設桁のウェブ位置または吊元のセンター
ホールジャッキ芯を投影させた。
地組桁と先行架設桁との位置関係をチェックす
ることにより、架設精度（桁長、仕口間距離およ
び仕口角度）を確認するだけでなく、吊上げ時の
荷振れ方向が把握でき、安全に施工することがで
きた。
�３ 横取り・縦取り架設
P９～P８間の施工は前述の通り空頭制限のた

めクレーン架設は不可であった。また、径間長７５
mの約半分を埠頭関係管理事務所の建物および
船員通路が占めており、桁吊上げも困難であった。
そのため、工事桁を使用したベント設備を設け、
横縦取りの軌条設備を設置することにより、供用
中の桁下での条件付き架設を可能とした。
具体的な架設方法としては、P９橋脚の門型橋
脚が支障となり、P９～P８間の桁全量の横取り
は不可能であった。そのため、P９～P８間の桁
を２分割し、先行架設分は横取り＋縦取り架設、
残りを横取り架設とする手順とした（図―８）。
�４ 多軸台車運搬・吊上げ架設
P１０～P９間の施工は、埠頭関係車両が入退場
するトレーラーゲート上に位置し、ベント等の仮
設機材を設置することが不可能であったため、多
軸台車による約２５０mの運搬（図―９）と、約２０m
のリフトアップによる架設（図―１０・１１）を採用
した。多軸台車での運搬は、地組した桁長５２m
の主桁を２回、４枚の中床版を地組したパネルを
６回行った。
主桁の運搬は、運搬経路近傍にある街灯・建築
物等の障害物回避のために、多軸台車上にリフト
アップ設備を設けることで、障害物を回避した。
さらに吊上げ架設においては、地切り時に発生
する荷振れ量を最小限に抑える対策として、吊上
げ桁（多軸台車）の正確な停止位置の位置出しを
行うとともに、介錯ワイヤーにて吊上げ時の荷振
れ抑制対策も行った。なお、主桁吊上げ単体荷重

図―７ 吊り上げ架設設備

図―８ P９―P８間横取り＋縦取り
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は約２００t であるが、中鋼床版の全ての現場溶接
およびボルト連結後、架設済み先行主桁とモーメ
ント連結接合を行って後に、吊上げ設備の荷重開
放を行う構造であった。そのため他径間同様、
１，６００t を吊上げ可能な能力設備とした。
P１０～P９間の吊上げは、それまでの吊上げと
条件が異なり、試験吊り不可のため、吊上げ時の
先行架設桁と地組桁の挙動を、解析結果に基づき
予測し調整を行った。また、P１０～P９間の施工

が最終の吊上げブロックとなるため、センター
ホールジャッキと PC鋼棒を使用した引き込み装
置を利用してモーメント連結を行った。これらの
対策を行った結果、桁連結をスムーズに行うこと
ができた。

５．おわりに

本工事は、４，４００t を超える橋梁を現場施工約
１年の短期間かつ、常時昼夜間で施工する必要が
あったが、無事に終えることができた。本報告で
述べた内容が、今後の類似工事の参考となれば幸
いである。
最後に、本工事の施工にあたりご指導、ご協力
を賜りました国土交通省関東地方整備局横浜国道
事務所の関係各位をはじめ、工事に携わって下さ
いました多くの方々に、この場を借りて厚く御礼
申し上げます。

図―９ 多軸台車による桁運搬（地組ヤード）

図―１０ 多軸台車よりの吊上げ架設（主桁単体）

図―１１ P１０―P９間多軸台車よる桁運搬後の吊上げ
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